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農業近代以降の技術展開の国際比較
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「東南アジア研究の国際共同研究拠点」、年次研究成果発表会
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共同研究の目的
 東南アジア大陸稲作圏では、ほぼ食糧自給達成。

 農業技術開発と普及および農村開発による小農支援の
国家戦略での優先順位が下がっている。

 政府による「技術の押し売り」的、近代農業技術の画一
的な普及状況の一変。

 小農の自発的な技術変革が顕著に見られるようになって
きている。

 国際比較を通じて整理し、地域発展の共時的現象とし
て確認し、地域の固有性との関連で農業技術発展にお
ける意義を明らかにする。 2



共同研究の意義
 2000年以降、地域研究およびそれに隣接する分野の諸
研究において、農業技術の現状を具体的に記述し、その
変容等の意義を問う研究事例がほとんど見られなくなってき
ている。

 「緑の革命」という、東南アジア諸国に共通していた農業・
農村開発国家戦略が、各国の主要政策でなくなりつつあ
ることに関係している。

 小農主体の技術変容を記録し、評価する。
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共同研究メンバー
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氏名 所属 役割分担

1 浅田 晴久 奈良女子大学 アッサムの農業技術変化、代表

2 松田 正彦 立命館大学 ミャンマーの農業技術変

3 小坂康之 アジア・アフリカ地域研究研究科 ラオスの農業技術変化

4 小林知 東南アジア地域研究研究所 カンボジアの農業技術変化

5 Nathan BADENOCH 東南アジア地域研究研究所 タイの農業技術変化

6 柳澤 雅之 東南アジア地域研究研究所 ベトナムの農業技術変化

7 赤松 芳郎 東南アジア地域研究研究所 ブータン・日本の農業技術変化

8 内田晴夫 東南アジア地域研究研究所 バングラデシュの農業技術変化、

事務局

9 安藤和雄 東南アジア地域研究研究所 バングラデシュ・日本の農業技術変化、
総括

10 Muhammad Salim Bangladesh Agricultural University バングラデシュの農業技術変化



2017年度の活動
 2017年度は5回、研究会を開催した（2016年度は4回）。

・第1回（4/25） アッサムの事例（浅田）、カンボジアの事例（小林）
・第2回（6/13） カンボジアの事例（小林）、在地について（安藤）
・第3回（7/11） 在地の技術について（安藤）
・第4回（10/18）ベトナムとインドネシアの事例（柳澤）、

カンボジアの事例（小林）、バングラデシュとミャンマーの事例（安藤）
・第5回（1/29） バングラデシュの事例（セリム）

2月20-21日にプノンペンで開催される国際ワークショップでも、
本共同研究の成果について、一部のメンバーが発表予定である。
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アッサムの事例（浅田）
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アッサムの事例（浅田）
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バングラデシュの事例（Salim）
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バングラデシュの事例（Salim）
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Modern technologies for rice productions

・Development of suitable variety in different AEZs
・Fertilizer management technology (USG/Gooti urea,LCC)
・Water saving technology (AWD, Direct seeding)
・System of Rice intensification (SRI)

Leaf Color Chart (LCC) Urea Super Granuｌe AWD SRI system



カンボジアの事例（小林）
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カンボジアの事例（小林）
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ベトナムとインドネシアの事例（柳澤）
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ミャンマーの事例（安藤）
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在地の技術の「発見」（安藤）
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共同研究の成果
 「緑の革命」の推進期まで、アジア各国では、食料自給を
高めるために、政府によるトップダウンにより農民に稲作技術が
普及していった。

 現在は、各国とも機械化が進んでいるが、農民が自由に技術
を選択できる状況になっており、多様性が上がっていると言える。

 政府は収量を重視するが、農民はコストを重視しており、両者
にギャップが生じている。稲作の持続性の問題を引き起こす。

 農業・農村の魅力を高めるには、国家が一方的に関与する
だけでなく、農民の主体性も認められなければならない。
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成果の発表について
 当初予定していたDr. Guy Trebuil氏（CIRAD：フランス）の
招聘が困難になったため、英語の編著を出版するという目標
は修正せざるを得なくなった。

代わりにDr. Muhammad Salim氏（Bangladesh Agricultural 

University）を招聘して、メンバーに加わってもらった。

 共同研究の成果を、BAUで発行されているジャーナルから、
特集号という形で出版することを目指すことにした。
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